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低炭素成長の重要性を
高い政治レベルで確認

域内各国の
知見・経験を共有

低炭素成長の
「ＡＳＩＡＮ・モデル」を構築

報告

東アジア低炭素成長パートナーシップ構想のイメージ（案）

東アジア地域における低炭素成長を実現

第１の柱

低炭素成長戦略策定・実施
のための協力

途上国の低炭素成長戦略策定や
ｲﾝﾌﾗ整備、ｷｬﾊﾟﾋﾞﾙ等を支援

第２の柱
市場・技術の活用

東アジア地域において効率的な排
出削減・技術移転を促進するため

の柔軟かつ実効的な新たな
市場ﾒｶﾆｽﾞﾑを構築

第３の柱
ネットワーク構築

・域内の研究機関間のﾈｯﾄﾜｰｸを更
に充実させ、研究内容を政策担当

者・実施機関にインプット

・域内の政府・地方自治体・研究機
関・民間の知見を共有

人材育成

資金
技術



（実績）我が国の取組～東アジア地域における低炭素成長の実現に向けて

気候変動対策に関する2012年までの途上国支援（短期支援）として、東アジア地域に
70億ドル以上の支援を実施（2011年10月末時点）。今後も、東アジア地域の低炭素成長
の実現に向けて、有償・無償・技術協力・ＯＯＦや民間資金などの多様なスキームを活用。

防災対策
○気候変動の影響に伴う洪水や旱
ばつ、台風等自然災害に対処するた
めの能力を強化。
・自然災害対処能力向上計画

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ､ﾗｵｽ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ､ﾍﾞﾄﾅﾑ､ｲﾝﾄﾞ
ﾈｼｱで実施。メコン諸国の洪水対策
に多大に貢献。

再生可能エネルギー
○太陽光・地熱・水力などの再生可
能エネルギーの導入を促進する。
・太陽光発電導入

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ､ﾗｵｽ、
ﾌｨﾘﾋﾟﾝで実施。

・水力発電 ﾍﾞﾄﾅﾑの水力発電を建
設するプロジェクトに、貿易保険を活

省エネルギー
○省エネ設備の導入を推進するとと
もに、ソフト面での技術協力等を実施。
また、都市化が進む諸国では低炭素
型都市を目指した協力も実施。
・省エネ技術協力

ﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ､ｲﾝﾄﾞ、
中国、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ等でに多大に貢献。

・台風後のインフラ復旧計画

ﾌｨﾘﾋﾟﾝにて台風オンドイ・ペペンの
被害が深刻な場所で、洪水制御施設
や道路・橋梁等のインフラ修復や補
強を実施。

・その他、ﾍﾞﾄﾅﾑにて衛星情報を活用
した気候変動対策の推進や、ｶﾝﾎﾞｼﾞ
ｱにて洪水被害抑制のため配水管の
敷設等を実施。

中国等

ＲＥＤＤ＋（森林対策）
○持続可能な森林利用及び保全の
ため、森林資源の把握、森林管理計
画の策定、植林等を支援。
・森林保全計画

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ､ﾗｵｽ、ﾍﾞﾄﾅﾑ､
ﾀｲ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで実施。

・その他、ﾌｨﾘﾋﾟﾝにて住民参加型の
森林管理計画やﾍﾞﾄﾅﾑ、ｲﾝﾄﾞ､中国等
での植林計画等を実施。

社（ＩＲＥＤＡ）との協力等を実施。

設するプロジェクトに、貿易保険を活
用して官民協力にて実施。

・その他、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの地熱発電やｲﾝ
ﾄﾞの再生可能エネルギー開発公
社（ＩＲＥＤＡ）との協力等を実施。

して、

中国、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ等で
省エネ法・基準の導
入等ソフト面での協力を実施。
・超高効率な火力発電所の導入

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにてクリーンコール技術を
活用した石炭火力発電設備の建設
事業への支援を実施。
・都市対策

ﾀｲやｲﾝﾄﾞにてメトロの導入に向けた
支援を実施。ﾀｲでは民生ビルの省エ
ネ､ﾍﾞﾄﾅﾑではスマートグリッド､中国
では都市交通対策等、各地域にて都
市対策に関する協力が進んでいる。
・その他、JBICのGreen（地球環境保
全業務）等のスキームを活用して、
省エネ・環境協力を実施。写真提供：ＪＩＣＡ 写真提供：ＪＩＣＡ

写真提供：ＪＩＣＡ



新たな市場メカニズムに向けた取組の促進新たな市場メカニズムに向けた取組の促進

低炭素技術普及のための取組の促進低炭素技術普及のための取組の促進

経験共有・人材育成経験共有・人材育成

・インドネシアやメコン諸国等との二国間協議の加速。

・日本企業の技術を活用した新エネルギー導入・電力網整備等の支援を，東アジアを含む

・ＡＳＥＡＮ，豪州，インド，ＮＺ，東ティモール，韓国等から若手研究者等を招へいし，
防災に強い強靱な社会の構築に向け，我が国の取組・経験を共有。

我が国の貢献～東アジア地域における低炭素成長の実現に向けて

Ⅱ 技術・市場

低炭素・環境都市の海外展開低炭素・環境都市の海外展開

・中国，インド，メコン諸国等の新興国を対象に日本版低炭素・環境都市の海外展開。

Ⅰ 低炭素成長戦略策定・実施のための協力

【イメージ：環境関連施設の視察】

政府，地方自治体，民間企業，研究機関のネットワーク構築政府，地方自治体，民間企業，研究機関のネットワーク構築
・研究機関間のネットワークを立ち上げるとともに，研究機関と政府・開

発実施機関と連携し，地方自治体や民間セクターとの協力を強化。ＥＡ
Ｓの枠組みの下，「東アジア低炭素成長ナレッジ・プラットフォーム」とし
て展開し，様々な取組・経験を共有。

・日本企業の技術を活用した新エネルギー導入・電力網整備等の支援を，東アジアを含む
地域で実施（２０１２年度は１００億円程度）。

・東アジア各国の関係者の招へい，専門家派遣等により，日本の優れた低炭素技術や制度
の海外への普及を促進。

・ＣＯ２削減効果の見える化を通じた，低炭素技術普及のためのモデルプロジェクトを実施。

Ⅲ ネットワーク

アジア・太平洋適応ネットワーク（APAN）の推進アジア・太平洋適応ネットワーク（APAN）の推進
・アジア・太平洋適応ネットワークを発展フェーズに移行し，幅広いステー
クホルダー間の知見共有を強化し，Climate resilientな社会開発に貢献。

【イメージ：東アジア低炭素成長ナレッジ・プラットフォーム】


